検証委員会規程

国立大学法人動物実験施設協議会・公私立大学実験動物施設協議会

平成20年11月27日　国動協幹事会　　承認

平成20年 9月　5日　公私動協役員会　承認

（前文）

大学等における動物実験は、「動物の愛護及び管理に関する法律（法律第105号　最終改正、平成17年6月22日」、「実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する基準（環境省告示第88号　平成18年4月28日）」等の関係法令を遵守すると共に、「研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針（以下、基本指針という）（文部科学省告示第71号　平成18年6月1日）」に基づき実施される。各大学等においては、基本指針への適合性を自己点検・評価するとともに、その結果について外部の者による検証に努めなければならない。

国立大学法人動物実験施設協議会（以下、国動協という）及び公私立大学実験動物施設協議会（以下、公私動協という）は、会員の所属する大学等が行う自己点検・評価の結果について検証を行い、動物実験の適正化と社会的透明性の確保を図ることを目的として検証委員会を設置し、動物実験に関する自己点検・評価結果の相互検証（以下、検証という）を実施する。

（目的）

第1条　本規程は、検証を客観的かつ公正に実施するため、これを担当する検証委員会（以下、委員会という）の組織及び運営について定めるものとする。

（委員会の任務）

第2条　委員会は、国動協の会長及び公私動協の会長の委任を受けて、以下の事項を審議決定し、実行するものとする。

　　（１）検証の実施

　　（２）専門委員の選考と研修

　　（３）調査員の選考

（４）検証の結果の報告

　　（５）その他、検証に関し必要な事項

　　2　 委員会は、前項に定めるもののほか、検証に関する重要事項を調査し、国動協の会長及び公私動協の会長に意見を述べることができる。

　

（委員構成）

第3条　委員会は、次の委員で構成する。

　　（１）国動協が選出した実験動物あるいは動物実験に関する経験と見識を持つ専門家　４名

　　（２）公私動協が選出した実験動物あるいは動物実験に関する経験と見識を持つ専門家４名

　　2　 委員会は、必要に応じて、その他の学識経験者若干名を選考し、国動協の会長及び公私動協の会長がこれを任命することができる。
（委員の任期）

第4条　委員の任期は2年とし、再任を妨げない。

　　2 　欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（委員長及び副委員長）

第5条　委員会に委員長及び副委員長各1人を置き、委員の互選により選任する。

　　2 　委員長は、委員会の会務を総理する。

　　3　 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故のあるときは、その職務を代理する。

（議事）

第6条　委員会の会議は、委員長が招集し、議長となる。

　2 　委員会は、委員の3分の2の出席がなければ、会議を開き、議決することができない。

　3 　委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（専門委員）

第7条　委員会は、評価・検証に関する専門の事項を調査するため専門委員を選考し、国動協の会長及び公私動協の会長がこれを任命する。専門委員の任期は２年とし、再任を妨げない。

　　2　　専門委員は、調査の公正かつ円滑な実施のため、委員会が行う研修を受けなければならない。

　　3　　委員会は、専門委員の名簿を公表する。
（調査）

第8条　委員会は、検証を希望する機関を調査するために、当該機関の地域、規模、研究分野等を考慮のうえ、専門委員の中から複数の調査員を選考し、委員長が指名する。

2　　調査員は、当該機関の調査結果を委員会に報告する。
　　3　　調査の具体的な方法は、委員会が定める。

（庶務）

第9条　委員会は事務局を設置し、事務局は庶務を行う。
第10条 委員会に係る経費は、国動協及び公私動協が協議のうえ負担する。

　　2　 国動協及び公私動協は、調査に係る経費を調査対象機関から徴収することができる。
（雑則）

第11条 この規程の改廃は、国動協の幹事会及び公私動協の役員会の承認によるものとする。

第12条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定める。

　附則

この規程は、平成20年11月25日から施行する。

委員会は、施行後5年をめどに検証をあり方について見直しを行う。

